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には 2.4％に低下し，一方，有効求人倍率は 1.62 倍まで上昇した（図１）。 手不足の代
表的業界であ 介護サービス業の有効求人倍率は 3.95 倍まで上がっている。 
 
 










































                        
  
図 3 介護従業員「過不足」における「不足感」と「採用困難」の要因 
出所：（財)介護労働安定センター「介護労働実態調査」。 
 
                                                             























































                        
  
図 3 従業員「過不足」における「不足感」と「採用困難」の要因 
出所：（財)介護労働安定センター「介護労働実態調査」。 
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1.2　介護業界の賃金水準







みに，3 職種の就業者数は介護サービス就業総数の 7 割強を占めており，その給与水準は概ね介護業界
の賃金を反映している３。
 3  （財）介護労働安定センター「平成30年度介護労働実態調査」の調査データによると、3 職種の就業者人数は
全体の75.9％占めている。
　　　　　　出所：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」。
図 4 　主な 3 職種のきまって支給する現金給与額の推移（月額，単位：千円）
5 
 
日本では，生産年齢人口が 2000 年の 8638 万人から 2018 年の 7545 万人まで 12.7％減少
し，年少人口（0～14 歳）は 1853.1 万人から 1542.6 万人へ 16.8％もの激減となっている。






図 4 は介護サービスにおける主な 3 職種の「現金給与額」の推移を示している。2018
年ケアマネージャーの現金給与額は月平均 269.2 千円，2002 年の 281.5 千円より 4.4%下
回っている。ホームヘルパー（訪問介護員）と福祉施設介護員の月平均現金給与額はそれ
ぞれ 241.1 千円 と 239.7 千円で，2002 年から 3.2%と 14.2％の上昇となり，近年の人手不
足を反映して，上昇ペースはやや上がっている。全産業労働者の平均現金給与額は 2002
年の 329.2 千円から 2018 年の 336.7 千円まで小幅の上昇にとどまったが，なおホームヘ
ルパー，福祉施設介護員と比べる 10 万円高くなっている。就業時間の差を考慮して
も，介護職員の平均収入は宿泊，飲食，生活関連サービス業，娯楽業等の対人サービス業




図 4 主な 3 職種のきまって支給する現金給与額の推移（月額，単位：千円） 
出所：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」。 
 
表 1 他の業界との賃金比較（2018 年月平均） 
  年齢 勤続 所定内 超過実 きまって 年間賞与 
                                                             




























歳 年 時間 時間 千円 千円
産業計 42.9 12.4 164 13 336.7 931.6
製造業 42.6 14.7 165 18 337.1 1055.7
小売業 41.3 12.2 168 12 292.2 648.4
宿泊業 41.7 9 170 11 262.1 413.7
飲食店
生活関連サービス
39.9 8.5 174 18 286.1 330.1
業，娯楽業 40.6 9.7 167 9 279.8 459.4
医療・福祉 42 8.9 162 6 303.4 708.4
社会保険・社会
福祉・介護事業
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2.1 可能性（一）：女性の労働供給が賃金に対し弾力的である  
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　労働 L と資本 K を投入して生産量 Y を生産すると仮定する。図 6 の（１）のように資本と労働が相
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表 2 　第 1 号被保険者要介護認定者数と認定率














2015 183.5 12.5 420.1 21.9 236.6 1.75 
2016 188.4 12.6 427.8 21.8 239.4 1.74 
2017 193.5 12.7 434.9 21.9 241.4 1.72 



















響している。2017 年 3 月 1 日，厚生労働省が公表した『第 22 回生命表』によると，男性
平均寿命は 80.75 歳，女性は 6.99 歳となり，女性は男性より 6.24 歳も寿命が長い。2001
年には，65 歳以上の女性人口は男性より 363.5 万人も多く，2018 年 10 月現在その値は 467
万人となっている。男性高齢者人口を女性高齢者人口で割った男女比については，女性





図 7 男女 65 歳以上の人口差及び男女比率 
出所：総務省統計局「統計が語る平成のあゆみ」。 
注：男女の人口差は 65 歳以上の女性人口－65 歳以上の男性人口 
 
 
表 2 第 1 号被保険者要介護認定者数と認定率 














2015 183.5  12.5  420.1  21.9  236.6  1.75  
2016 188.4  12.6  427.8  21.8  239.4  1.74  
2017 193.5  12.7  434.9  21.9  241.4  1.72  
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男性 女性 男性 女性
2015 150.0 357.2 42.0 81.7 85.0 10.2 18.6 
2016 151.2 359.3 42.1 80.2 84.0 10.1 18.3 
2017 148.1 347.3 42.7 76.5 79.9 9.7 17.5 





　 重度認定者(万人） 受給者数（万人） 受給率①(%) 受給率②(%)
　 男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性
2015 62.3 148.0 56.9 139.7 91.3 94.4 3.9 7.3 
2016 63.5 150.9 57.8 142.7 91.0 94.6 3.9 7.3 
2017 64.9 154.0 59.2 145.8 91.1 94.6 3.9 7.3 
2018 66.1 156.7 60.6 149.3 91.8 95.3 3.9 7.4 
出所：厚生労働省「介護保険事業状況報告月報（暫定版）」





















７職種人数（人） 職種別割合 性別割合 雇用形態割合
2018年 男性 女性 正規職員 非正規職員
総数 201,251 100% 21.4% 78.5% 57.9% 42.0%
訪問介護員 41,158 20.5% 11.1% 88.9% 29.0% 71.0%
サービス提供責任者 6,322 3.1% 15.3% 84.7% 86.2% 13.8%
介護職員 99,431 49.4% 25.7% 74.1% 61.2% 38.7%
看護職員 25,762 12.8% 6.5% 93.5% 57.5% 42.3%
生活相談員 8,541 4.2% 38.4% 61.5% 86.9% 13.0%
PT・OT・ST等 8,023 4.0% 50.7% 48.9% 73.2% 26.4%
介護支援専門員 12,014 6.0% 23.9% 74.5% 83.7% 14.7%
2008年
総数 177,748 100% 15.7% 84.3% 44.9% 55.1%
訪問介護員 50,973 28.7% 4.5% 95.5% 9.6% 90.5%
サービス提供責任者 7,859 4.4% 9.2% 90.8% 65.6% 34.4%
介護職員 78,279 44.0% 22.3% 77.7% 54.0% 45.9%
看護職員 19,110 10.8% 5.2% 94.8% 57.7% 42.3%
生活相談員 6,877 3.9% 42.9% 57.1% 80.8% 19.2%
PT・OT・ST等 2,997 1.7% 46.3% 53.7% 68.3% 31.7%
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既婚 未婚 死離別 無回答
全体 57.6 21.3 13.5 7.6
男性 58.2 37.1 4.4 0.3
女性 63.1 19 17.5 0.4
正規職員 53.1 26.2 13.5 7.2
非正規職員 68 11.1 13 8
生計維持（本人） 36 32.1 31.4 0.4
生計維持（本人）以外 81.5 16.6 1.7 0.2
生計費は折半等 79.6 15.5 4.7 0.2
出所：（財）介護労働安定センター「平成30年度介護労働実態調査」。
　同調査では，被調査対象の生計維持者に関して，男女合わせて生計維持者が「自分（本人）」を選択



















以降，一貫して増え続けている（図 8 ）。次いで「家計の補助・学費等を得たいから」とする者が312 
万人，22.5％となっている。
　さらに，2018年の同じ調査において，2018年の女性の非正規職員・従業員の年間収入は100万円未満












を得たいから」とする者が 312 万人，22.5％となっている。 
 
 




は 100 万円未満が全体の 44.1％でもっとも多く，次の 100～199 万円 39.1％と合わせて
81.2％を占めている（図 9）。この割合は 2014 年からほぼ変わらず，非正規雇用の多くは
短時間労働と思われる。つまり，収入の多いさよりも短時間で自分の都合のよい時間に働
きたいときに，対人サービス業あるいは介護サービス業が一つの選択肢となっている。因
みに，2018 年宿泊・飲食サービス業の就業者人数が 25 万人増（男性 6 万人，女性 19 万
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35 ～ 44 45 ～ 54 55 ～ 64 65歳以上 総数
2014 57 20 37 6 10 4 15 35
2015 19 5 15 -4 12 0 17 25
2016 37 15 23 -7 12 2 18 25
2017 13 -4 16 -9 11 10 9 21












総務省統計局「労働力調査」のデータによると，2018 年の雇用者数は 5,596 万人，前年
に比べ 136 万人の増加となった。このうち正規の職員・従業員は 3,476 万人で，53 万人の
増加であり，非正規の職員・従業員は 2120 万人，84 万人の増加であった。後者について
男女別にみると，男性の 669 万人，22 万人の増加に対して，女性は 1,451 万人，62 万人
の増加となった。 
 
表 7 女性非正規雇用労働者の供給状況 







  35～44 45～54 55～64 65 歳以上 総数 
20 4 57 20 37 6 10 4 15 35 
20 5 19 5 15 -4 12 0 17 25 
2016 37 15 23 -7 12 2 18 25 
2017 13 -4 16 -9 11 10 9 21 




45 歳以上の女性に限定すると 53.6％となっている（表 7）。育児が一段落した女性や定年
退職した女性が労働市場へ進出しており，特に，65 歳以上の高齢女性の比重が増えてい
る。 
  表 8 は（財）介護労働安定センター「介護労働実態調査」によるデータである。介護保
険サービスの女性従事者の年齢階級を見ると，40 歳未満の女性労働者の割合が低下する一方，
60 歳以上が大幅な上昇となっている。40～49 歳と 50～60 歳の労働者比率は安定的に推移
45.2 44.0 43.8 43.4 43.0 
38.1 38.7 38.5 37.9 38.2 









2014 2015 2016 2017 2018年












総数（人） 40歳未満 40 ～ 49 50 ～ 60 60歳以上 無回答 平均年齢
2014 61,250 27.7 25.1 24.9 19.6 2.5 47.3
2015 63,807 26 25.1 24.8 21.3 2.7 47.9
2016 62,128 25.2 25.5 24.7 22.2 2.3 48.3
2017 61,109 24.1 24.8 25.5 23.4 2.1 48.9
2018 63,446 23.2 24.8 24.8 24.2 3 49.3
介護保険サービスの非正規雇用従事者（男女，％）
総数（人） 40歳未満 40 ～ 49 50 ～ 60 60歳以上 無回答 平均年齢
2014 33,029 21.7 23.2 23.2 29.1 2.8 50.3
2015 35,436 20 22.4 22.8 31.8 2.9 51.1
2016 35,799 19.6 22.5 22.3 33.2 2.5 51.5
2017 34,955 18.6 21.3 22.6 35.2 2.3 52.3









 4  総務省統計局統計トピックスNo.119「統計が語る平成のあゆみ」https://www.stat.go.jp/data/topics/
pdf/topi119.pdf
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男女計 男 女 男女賃金格差
男＝100業種別 年齢 千円 年齢 千円 年齢 千円
産業計 42.9 336.7 43.6 374.7 41.4 265.6 70.9
製造業 42.6 337.1 42.6 367.1 42.7 237.2 64.6
情報通信業 40.2 406.5 41.1 430.4 37.1 328.1 76.2
小売業 41.3 292.2 41.7 332.5 40.7 226.4 68.1
宿泊業 41.7 262.1 43.8 293.4 38.8 218.8 74.6
飲食店 39.9 286.1 39.9 319.6 40.0 226.0 70.7
生活関連サービス業，娯楽業 40.6 279.8 41.9 317.8 39.1 233.7 73.5
医療，福祉 42.0 303.4 41.3 368.4 42.2 277.1 75.2
社会保険・社会福祉・
介護事業
























男 女 男＝100 男 女 男＝100 男 女 男＝100
2009 284.6 254.0 89.2 214.6 200.2 93.3 231.5 206.0 89.0 
2010 286.1 255.3 89.2 221.4 208.6 94.2 232.2 206.2 88.8 
2011 283.7 255.5 90.1 231.2 213.8 92.5 229.4 210.0 91.5 
2012 285.8 253.0 88.5 226.3 204.2 90.2 231.4 211.9 91.6 
2013 281.1 252.7 89.9 235.0 213.0 90.6 235.4 210.6 89.5 
2014 282.0 256.0 90.8 229.8 217.7 94.7 233.4 212.8 91.2 
2015 281.7 254.0 90.2 237.7 221.5 93.2 238.8 215.5 90.2 
2016 285.3 258.6 90.6 242.0 225.0 93.0 240.7 221.3 91.9 
2017 294.2 256.5 87.2 261.1 229.4 87.9 248.8 225.3 90.6 
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　 歳 年 円 千円 歳 年 円 千円
ケアマネージャー 48.9 4.0 1600 80.6  54.6  8.3 1486 70.5
ホームヘルパー 51.3 4.0 1329 36.5  57.7  7.7 1447 50.3
福祉施設介護員 45.1 3.0 986 53.7  52.5  5.5 1125 62.5
百貨店店員 43.3 5.4 899 42.6  48.6  8.3 1037 53.5
販売店員 35.8 3.8 858 18.5  40.9  5.4 984 18.1
スーパー店チェッカー 36.1 4.0 835 22.6  40.2  5.8 977 24.0
調理士 38.5 4.1 902 17.2  43.5  5.0 1024 18.3
調理士見習 39.0 3.6 857 8.3  42.6  4.5 997 8.4
給仕従事者 33.6 3.0 880 8.6  34.5  3.7 1020 5.7



























率は 9 割弱で，短時間労働者 雇用数が一番多い販売店員 109.6 万人では女性が 75.3％，
給仕従事者 57.9 万人では 73.5％となっている。 
10は，女性労働者の 2005年と 2018年の時間当たり賃金とその変動率を示している。
因みに，全国加重平均最低賃金は 2005年の 1時間当り 668円から 2018年の 874円へ 30.8％
の上昇となった。この期間において，スーパー店チェッカーの賃金上昇率がもっとも高い
17.3％で，ケアマネージャーは 9.2％の減，娯楽接客員はほとんど変わっていない。ここ
でも介護 3 職種の時間当たり賃金の絶対額はほかの職種より高い。 
 
 










習 8.5％，給仕従事者 9.5％，娯楽接客員 8％となっている。ただし，ホームヘルパー賃金
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歳 日 時間 円 歳 日 時間 円
ホームヘルパー 50.0 11.7 4.1 1,184  57.5  18.3  2.3 1454
福祉施設介護員 46.9 14.2 6.7 894  47.5  11.2  6.0 971
百貨店店員 38.4 9.9 5.9 838  52.7  8.3  6.3 957
販売店員 30.7 12.2 5.3 830  51.2  8.9  6.4 1173
スーパー店
チェッカー
25.5 13.2 4.8 770  24.1  14.4  4.3 811
調理士 47.6 14.1 5.3 837  55.0  9.4  5.3 870
調理士見習 49.1 12.3 5.0 770  60.4  12.7  5.2 883
給仕従事者 37.5 10.7 5.4 888  35.0  6.8  5.1 1244











図 11 ホームヘルパーの賃金で計った相対賃金の変化 
出所：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」。 







表 12 対人サービス業の女性臨時労働者の年齢，労働時間と賃金 



















賃金   
歳 日 時間 円 歳 日 時間 円 
ホームヘルパー 50.0 11.7 4.1 1,184  57.5  18.3  2.3 1454 
福祉施設介護員 46.9 14.2 6.7 894  47.5  11.2  6.0 971 
百貨店店員 38.4 9.9 5.9 838  52.7  8.3  6.3 957 
販売店員 30.7 12.2 5.3 830  51.2  8.9  6.4 1173 
スーパー店 
チェッカー 
25.5 13.2 4.8 770  24.1  14.4  4.3 811 
調理士 47.6 14.1 5.3 837  55.0  9.4  5.3 870 
調理士見習 49.1 12.3 5.0 770  60.4  12.7  5.2 883 
給仕従事者 37.5 10.7 5.4 888  35.0  6.8  5.1 1244 





































ツクイ シダー ソラスト ユニマット ニチイ N・フィールド 工藤建設
2007 71.7 54.4 － － 74.6 － 52.2
2008 73 53.7 － 57.8 73.6 － 52.2
2009 72.7 56.3 － 60.3 73.4 － 50.1
2010 71.9 57.4 － 61.2 72.6 － 49.8
2011 71.2 56 － 62.5 73.5 － 57.1
2012 71.6 55.8 － 62.2 73.3 71.5 58.2
2013 71.7 54.8 － 61.4 73.1 71.9 56.9
2014 71.5 53.3 68.3 60.3 71.2 71.6 56.9
2015 71.8 54.3 69.8 58.7 71.2 71.8 56.1
2016 71.1 53.8 70.3 58.9 72 73.5 57.8
2017 71.2 55 70.8 59.8 72 75.2 57.4
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全体 67.7 訪問系 72.6
民間企業 65.3 　訪問介護 71
社会福祉協議会 80.9 施設系（入所型） 65.2
上記以外の社会福祉法人 68.7 　介護老人福祉施設 67.3
医療法人 68 　介護老人保健施設 61
ＮＰＯ（特定非営利活動法人） 70.3 施設系（通所型） 64.6
社団法人・財団法人 77.3 　通所介護 64.2





その他 69 　認知症対応型共同生活介護 65.1













































図 13 労働生産性と賃金の関係 
出所：田，王（2019），日本総務省・経済産業省「平成 28 年経済センサス‐活動調査」より作成。 
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図 13 労働生産性と賃金の関係 
出所：田，王（2019），日本総務省・経済産業省「平成 28 年経済センサス‐活動調査」より作成。 






































図 13 労働生産性と賃金の関係 
出所：田，王（2019），日本総務省・経済産業省「平成 28 年経済センサス‐活動調査」より作成。 
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 ［ 3 ］株式会社明治安田生活福祉研究所（2014）「介護保険，介護サービスの経済的分析に関する調査研究事業報告書」
pp.37-38
 ［ 4 ］玄田有史（2017）編『人手不足なのになぜ賃金が上がらないのか』，慶應義塾大学出版会，pp. ⅶ
 ［ 5 ］厚生労働省「介護保険事業状況報告月報（暫定版）」
 https://www.mhlw.go.jp/topics/kaigo/osirase/jigyo/m18/1812.html/2019/12/10アクセス
 ［ 6 ］厚生労働省「職業安定業務統計」https://www.e-stat.go.jp/stat-search/2019/3/20アクセス
 ［ 7 ］厚生労働省「賃金構造基本統計調査」各年版
 ［ 8 ］（財）介護労働安定センター「介護労働実態調査」各年版












研究』第59巻第 3 号，pp. 25-44
 ［14］田栄富，盧虹（2019）「介護業界における営利企業の実態と経済特性」久留米大学経済研究会『経済社会研究』
第59巻第 4 号，pp. 41-60
 ［15］田栄富，励利（2019）「準市場としての介護保険サービスの需要と供給についての分析」久留米大学経済研究






RIETI Discussion Paper Series 16-J-063
 ［20］吉田竜平（2013）「介護サービスと障害者福祉サービス市場の問題と運用の在り方 : 準市場の視点から」『北
海道医療大学看護福祉学部学会誌』第 9 巻 1 号，pp. 147-150
116
